
特別会計（企業会計を除く） [令和４年度]

（単位：千円）
財   源   内   訳

国庫支出金 地  方  債 そ  の  他
収 入 証 紙 等 管 理 2,104,315 (入) 45,582 １償還金 1,863

(諸) 2,058,733 ２一般会計繰出金 2,102,452
給 与 等 集 中 管 理 94,808,000 (諸) 94,808,000 給与等集中管理費 94,808,000
旅 費 集 中 管 理 1,380,332 (負) 71,044 旅費集中管理費 1,380,332

(諸) 1,309,288
用 品 等 調 達 1,179,447 (越) 3,000 用品等調達費 1,179,447

(諸) 1,176,447
会 計 事 務 集 中 管 理 6,742,276 (負) 762,996 会計事務集中管理費 6,742,276

(諸) 5,979,280
県 債 管 理 96,878,170 31,684,000 (入) 65,194,170 １地方債元利償還金 96,807,290

２公債取扱事務費 70,880
土 地 取 得 事 業 117,994 110,000 (財) 6,678 １自然保護基金管理費 1,377

(越) 1,316 ２土地取得事業費 110,000
３地方債元利償還金 6,617

国 民 健 康 保 険 事 業 78,445,959 22,862,366 (負) 50,627,176 １総務費 67,448
(財) 1,177 ２保険給付費等交付金 64,543,311
(入) 4,890,625 ３後期高齢者支援金等 9,512,764
(越) 64,609 ４前期高齢者納付金等 20,327
(諸) 6 ５介護納付金 3,714,245

６病床転換支援金等 326
７共同事業拠出金 208,512
８保健事業費 23,246
９国民健康保険財政安定化基金積立金 382
10国民健康保険財政調整基金積立金 256,928
11一般会計繰出金 98,470

災 害 救 助 基 金 151,373 30,000 (財) 33 １災害救助費 117,112
(入) 121,340 ２災害救助基金積立金 34,261

母子父子寡婦福祉資金 41,610 (入) 13,991 貸付事業費 41,610
(諸) 27,619

中小企業近代化資金 136,305 (入) 3,862 １設備導入資金 1,881
助 成 事 業 (越) 1,832 　　償還金 63

(諸) 130,611 　　一般会計繰出金 62
　　運営費 1,756
２高度化資金 134,424
　　元利償還金 87,322
　　一般会計繰出金 41,608
　　運営費 5,494

流通団地及び工業団地 2,401,920 231,000 (財) 1,475,851 １流通団地造成事業費 143,000
造 成 事 業 (越) 9,076 　　流通団地造成事業費 1,435

(諸) 685,993 　　一般会計繰出金 141,565
２工業団地造成事業費 2,258,920
　　工業団地造成事業費 917,252
　　地方債元利償還金 1,341,578
　　公債取扱事務費 90

農業改良資金助成事業 50,595 (入) 4,702 １農業改良資金助成事業費 9,986
(越) 25,006 　　償還金 3,307
(諸) 20,887 　　一般会計繰出金 1,654

　　農業改良資金管理運営費 5,025
２就農支援資金助成事業費 40,609
　　償還金 26,941
　　一般会計繰出金 13,471
　　就農支援資金管理運営費 197

県 営 林 事 業 239,934 (財) 79,488 １県営林造林事業費 18,406
(入) 140,654 ２立木処分費 47,013
(越) 19,586 ３事業管理費 52,224
(諸) 206 ４地方債元利償還金 122,291

林業・木材産業改善 1,303,228 300,000 (入) 303,001 １林業・木材産業改善資金助成事業費 103,223
資 金 助 成 事 業 (越) 73,397 　　林業・木材産業改善資金貸付事業費 100,000

(諸) 626,830 　　林業・木材産業改善資金管理運営費 3,223
２木材産業等高度化推進資金助成事業費 1,200,005
　　木材産業等高度化推進資金貸付事業費 600,000
　　地方債元利償還金 300,005
　　一般会計繰出金 300,000

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 34,105 (入) 10,765 １償還金 15,538
助 成 事 業 (越) 23,329 ２一般会計繰出金 7,790

(諸) 11 ３沿岸漁業改善資金管理運営費 10,777
港 湾 整 備 事 業 439,603 (使) 185,130 １港湾整備事業費 436,273

(財) 78,320 　　港湾施設維持費 45,465
(諸) 176,153 　　高知新港管理運営費 95,977

　　地方債元利償還金 294,831
２臨海土地造成事業費 3,330
　　地方債元利償還金 3,330

高 等 学 校 等 奨 学 金 206,075 (越) 133,659 １貸付事業費 176,075
(諸) 72,416 ２一般会計繰出金 30,000

286,661,241 22,892,366 32,325,000 (負) 51,461,216
(使) 185,130

計 (財) 1,641,547
(入) 70,728,692
(越) 354,810
(諸) 107,072,480

特  別  会  計  名 金    額 内   容   説   明



特別会計（企業会計を除く） [令和３年度２月補正]

（単位：千円）
財   源   内   訳

国庫支出金 地  方  債 そ  の  他
収 入 証 紙 等 管 理 △ 98,489 (入) △ 265 一般会計繰出金 △ 98,489

(諸) △ 98,224
旅 費 集 中 管 理 △ 291,871 (諸) △ 291,871 旅費集中管理費 △ 291,871

用 品 等 調 達 △ 242,200 (諸) △ 242,200 用品等調達費 △ 242,200

会 計 事 務 集 中 管 理 △ 744,000 (負) 27,537 会計事務集中管理費 △ 744,000
(諸) △ 771,537

県 債 管 理 2,681,602 (入) 2,680,590 １地方債元利償還金 2,679,337
(越) 1,012 ２公債取扱事務費 2,265

土 地 取 得 事 業 △ 45,300 △ 46,000 (入) 700 土地取得事業費 △ 45,300
国 民 健 康 保 険 事 業 4,317,418 357,795 (財) △ 337 １総務費 1,921,122

(入) 34,276 ２保険給付費等交付金 526,173
(越) 3,867,057 ３後期高齢者支援金等 △ 24,383
(諸) 58,627 ４国民健康保険財政調整基金積立金 1,908,981

５一般会計繰出金 △ 14,475
災 害 救 助 基 金 △ 5,388 (入) △ 5,388 災害救助費 △ 5,388
母子父子寡婦福祉資金 △ 6,000 (諸) △ 6,000 貸付金事業費 △ 6,000
中小企業近代化資金 △ 271,563 (越) 135 高度化資金 △ 271,563
助 成 事 業 (諸) △ 271,698 　　元利償還金 △ 199,465

　　一般会計繰出金 △ 72,098
流通団地及び工業団地 △ 303,679 △ 36,000 (財) △ 140,144 工業団地造成事業費 △ 303,679
造 成 事 業 (越) △ 4,452 　　工業団地造成事業費 △ 156,997

(諸) △ 123,083 　　地方債元利償還金 △ 146,682
農業改良資金助成事業 △ 7,700 (入) △ 5,251 農業改良資金助成事業費 △ 7,700

(越) △ 3,798 　　償還金 △ 4,493
(諸) 1,349 　　一般会計繰出金 △ 2,247

　　農業改良資金管理運営費 △ 960
県 営 林 事 業 △ 30,863 (財) △ 26,425 １県営林造林事業費 △ 2,633

(入) △ 15,623 ２立木処分費 △ 16,423
(越) 11,945 ３事業管理費 △ 8,642
(諸) △ 760 ４地方債元利償還金 △ 3,165

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 △ 4,903 (越) △ 4,903 １償還金 △ 3,266
助 成 事 業 ２一般会計繰出金 △ 1,637
港 湾 整 備 事 業 249,907 △ 1,000 (財) 222,952 １港湾整備事業費 907

(越) 6,455 　　港湾施設維持費 3,388
(諸) 21,500 　　高知新港管理運営費 △ 2,481

２臨時土地造成事業費 249,000
　　地方債元利償還金 249,000

高 等 学 校 等 奨 学 金 △ 65,640 (越) △ 64,973 貸付事業費 △ 65,640
(諸) △ 667

5,131,331 357,795 △ 83,000 (負) 27,537
計 (財) 56,046

(入) 2,689,039
(越) 3,808,478
(諸) △ 1,724,564

特  別  会  計  名 金    額 内   容   説   明



企 業 会 計 [令和４年度]
（単位：千円）

会　　計　　名 項　　目 金額 財　源　内　訳 内　容　説　明

流 域 下 水 道 事 業 収益的 支出 1,490,786 １ 営業収益 760,430 １ 営業費用 1,472,267

２ 営業外収益 730,471 ２ 営業外費用 17,518

３ 特別利益 1 ３ 特別損失 1

４ 収支不足額 △ 116 ４ 予備費 1,000

資本的 支出 661,756 １ 企業債 147,000 １ 建設改良費 451,430

２ 他会計補助金 158,191 ２ 固定資産購入費 198

３ 建設費負担金 74,773 ３ 企業債償還金 209,128

４ 国庫補助金 280,594 ４ 予備費 1,000

５ 消費税資本的収支 1,198

　 調整額

計 2,152,542

電 気 事 業 収益的 支出 1,545,341 １ 営業収益 1,713,209 １ 営業費用 1,444,998

２ 財務収益 23,638 ２ 財務費用 4,026

３ 営業外収益 7,752 ３ 営業外費用 92,317

４ 特別利益 1,307 ４ 特別損失 1,000

５ 収支不足額 △ 200,565 ５ 予備費 3,000

資本的 支出 226,684 １ 貸付金償還受入金 7,060 １ 建設改良費 172,535

２ 減債積立金 33,149 ２ 企業債償還金 33,149

３ 中小水力発電開発 30,698 ３ 繰出金 20,000

　 改良積立金 ４ 予備費 1,000

３ 地域振興積立金 30,810

４ 留保資金 110,264

５ 消費税資本的収支 14,703

　 調整額

計 1,772,025

工 業 用 水 道 事 業 収益的 支出 283,621 １ 営業収益 186,024 １ 営業費用 272,414

２ 営業外収益 123,168 ２ 営業外費用 8,207

３ 特別利益 1,000 ３ 特別損失 2,000

４ 収支不足額 △ 26,571 ４ 予備費 1,000

資本的 支出 96,284 １ 減債積立金 21,486 １ 建設改良費 66,738

２ 留保資金 65,906 ２ 企業債償還金 21,486

３ 消費税資本的収支 5,947 ３ 借入金償還金 7,060

　 調整額 ４ 予備費 1,000

４ 建設改良積立金 2,945

計 379,905

病 院 事 業 収益的 支出 15,543,343 １ 医業収益 11,062,996 １ 医業費用 15,202,197

２ 医業外収益 3,993,950 ２ 医業外費用 258,428

　　　他会計負担金 2,043,421 ３ 特別損失 81,718

　　　他会計補助金 1,226,917 ４ 予備費 1,000

　　　国庫補助金 37,541

　　　その他 686,071

３ 特別利益 3

４ 収支不足額 486,394

資 本 的 支 出 3,115,519 １ 企業債 1,596,500 １ 建設改良費 1,619,771

２ 他会計借入金 302,753 ２ 企業債等償還金 1,495,748

３ 他会計負担金 978,397

４ その他資本的収入 14,245

５ 留保資金 223,624

計 18,658,862

合　　　　　計 22,963,334



企 業 会 計 [令和３年度２月補正]
（単位：千円）

会　　計　　名 項　　目 金額 財　源　内　訳 内　容　説　明

流域下水道事業 収益的支出 △ 63,285 １ 営業収益 △ 184,349 １ 営業費用 △ 63,285

２ 収支不足額 121,064

資本的支出 5,406 １ 企業債 2,000 １ 建設改良費 5,406

２ 建設費負担金 2,703

３ 消費税資本的収支 703

　 調整額

計 △ 57,879

電 気 事 業 収 益 的 支 出 10,000 収支不足額 10,000 営業費用 10,000

資 本 的 支 出 3,600 １ 留保資金 3,273 建設改良費 3,600

２ 消費税資本的収支 327

　 調整額

計 13,600

病 院 事 業 収 益 的 支 出 △ 5,014 医業外収益 △ 5,014 医業費用 △ 5,014

　他会計補助金 △ 5,014

合　　　　　計 △ 49,293



区　　　分 伸率 伸率

１ 経済見通し

    経済成長率 名目3.6％ 名目4.4％

(実質3.2％) (実質4.0％)

    国内総生産      564.6兆円      559.5兆円

２　国の予算

　① 一般会計予算規模 107兆5,964億円 0.9% 106兆6,097億円 3.9%

  [歳　入]

    租税及び印紙収入 65兆2,350億円 13.6% 57兆4,480億円 △9.6％

　　その他収入 5兆4,354億円 △2.3％ 5兆5,647億円 △15.5％

    公債金 36兆9,260億円 △15.3％ 43兆5,970億円 33.9％

      うち特例公債金（赤字国債） 30兆6,750億円 △17.7％ 37兆2,560億円 46.4％

      （国債依存度） (34.3％) (40.9％)

  [歳　出]

    国債費 24兆3,393億円 2.4％ 23兆7,588億円 1.7％

    地方交付税交付金等 15兆8,825億円 △0.4％ 15兆9,489億円 0.9％

    一般歳出 67兆3,746億円 0.7％ 66兆9,020億円 5.4％

      社会保障関係費 36兆2,735億円 1.2% 35兆8,421億円 △0.1％

  　  公共事業関係費 6兆575億円   △ 0.2％ 6兆695億円   △ 11.5％

　　　新型コロナ対策予備費 5兆円 0.0％ 5兆円 皆増

      予備費 5,000億円 0.0％ 5,000億円 0.0％

　　東日本大震災復興特別会計繰入れ 829億円 1873.8％ 42億円 △ 79.9％

  ② 財政投融資計画 18兆8,855億円   △53.8％ 40兆9,056億円 209.4％

      うち地方向け 2兆6,264億円   △28.7％ 3兆6,847億円 25.6％

３ 地方財政計画等

  ① 地方財政計画 　　　　　　　A　 約 90兆5,700億円 0.9％ 89兆8,060億円 △1.0％

  [歳　入]

    地方税           　 　　　　B 41兆2,305億円 7.7% 38兆2,704億円 △6.5％

    　うち道府県税 18兆9,520億円 10.2% 17兆1,980億円 △7.9％

    地方譲与税          　　　　C 2兆5,978億円 40.7% 1兆8,462億円 △29.2％

    地方交付税（出口ベース）　　D 18兆538億円 3.5％ 17兆4,385億円 5.1％

    　法定加算等（折半対象以外の財源不足における補填） 154億円 △96.8％ 4,746億円 △8.5％

    　借入金償還 △5,000億円 -

    地方特例交付金　    　　　　E 2,267億円 △36.6％ 3,577億円 78.2％

    臨時財政対策債           　 F 1兆7,805億円 △67.5％ 5兆4,796億円 74.5％

　　全国防災事業等一般財源充当分　G △258億円 △25.7％ △347億円 △17.6％

    一般財源計 　【B＋C＋D＋E＋F＋G】　 63兆8,635億円 0.8% 63兆3,577億円 △0.1％

  　一般財源比率 【(B＋C＋D＋E＋G)／A】 68.5％ 64.4％

    地方債発行      　　　　　  H 7兆6,077億円 △32.3％ 11兆2,407億円 21.2％

     （臨財債除く）【H－F】   (  5兆8,272億円 ) 1.2%   (  5兆7,611億円 ) △ 6.2％

    地方債依存度 　【H／A】 8.4％ 12.5％

     （臨財債除く）【(H－F)／A】 (6.4％) (6.4％)

  [歳　出]

    給与関係経費 約 19兆9,600億円 △ 1.0％ 20兆1,540億円 △ 0.7％

    　うち退職手当以外 約 18兆5,300億円 △ 0.8％ 18兆6,816億円 △ 0.4％

    　うち退職手当 約 1兆4,400億円 △ 2.2％ 1兆4,724億円 △ 3.9％

    投資的経費 約 11兆9,600億円 0.3％ 11兆9,273億円 △ 6.5％

    　補助・直轄事業 約 5兆6,500億円 △ 1.1％ 5兆7,136億円 △ 14.1％

    　単独事業 約 6兆3,100億円 1.5％ 6兆2,137億円 1.6％

  ② 地方債計画 10兆1,799億円   △25.4％ 13兆6,372億円 16.2％

      普通会計分 7兆6,077億円   △32.3％ 11兆2,407億円 21.2％

地方交付税（出口ベース）＋臨時財政対策債 （再掲） 19兆8,343億円 △ 13.5％ 22兆9,181億円 16.2%
※1  数値は予算ベース。地財は東日本大震災分を除く。

令和４年度国の予算と地方財政対策

令和４年度 令和３年度

※2  令和3年度の地方財政計画の地方税及び地方譲与税については、令和2年度徴収猶予の特例分(2,145億円)を除く。


